
事 務 連 絡 

平成 30 年４月６日 

関 係 団 体 御中 

厚生労働省保険局医療課 

疑義解釈資料の送付について（その２） 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡しましたので、別添団体各位におかれましても、

関係者に対し周知を図られますよう協力方お願いいたします。 
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（別添） 

公益社団法人 日本医師会 御中 

公益社団法人 日本歯科医師会 御中 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

公益社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

一般社団法人 日本医療法人協会 御中 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 御中 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

公益社団法人 日本看護協会 御中 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

公益財団法人 日本訪問看護財団 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 御中 

独立行政法人 地域医療機能推進機構本部 御中 

独立行政法人 労働者健康安全機構本部 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

公益社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学行政課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局地域企業経営企画室 御中 

警察庁長官官房給与厚生課 御中 

防 衛 省 人 事 教 育 局 御中 

労働基準局労災管理課 御中 

労働基準局補償課 御中 
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                  事  務  連  絡 

平 成 3 0 年 ４ 月 ６ 日 

 

 

 

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課  

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）    御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課 ( 部 ) 

 

 

厚生労働省保険局医療課  

 

 

疑義解釈資料の送付について（その２） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（平成 30 年厚生労働省告示第 43

号）等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事

項について」（平成 30 年３月５日保医発 0305 第２号）等により、平成 30 年

４月１日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに

係る疑義照会資料を別添１のとおり取りまとめたので、参考までに送付いた

します。 

また、「疑義解釈の送付について（その１）」（平成 30 年３月 30 日付事務

連絡）を別添２のとおり訂正いたしますので、併せて送付いたします。 
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医科 1 

 

〈 別 添 １ 〉 

医科診療報酬点数表関係   

 

 

 

【地域包括診療加算、地域包括診療料】 

問１ 地域包括診療加算については、平成 30 年度改定において「地域包括診療

加算１」と「地域包括診療加算２」の２つとなり、改定前において地域包括診

療加算を届け出ている保険医療機関が地域包括診療加算１を算定する場合は、

新たな届け出が必要となるが、施設基準のうち「適切な研修を修了した医師」

の配置など既に届け出ている要件に係る資料も改めて添付する必要があるか。 

（答）改定前に地域包括診療加算を届け出ている保険医療機関が、地域包括診

療加算１を届け出る場合は、様式２の３を提出していればよく、既に届け出

ている要件に係る資料の添付は省略して差し支えない。なお、地域包括診療

料の届出においても同様の取扱いとする。 
 

【急性期一般入院基本料】 

問２ 区分番号「Ａ１００」一般病棟入院基本料について、平成 30 年３月 31

日において、現に下表における左欄（旧基準）に記載の区分を算定している病

棟である場合は、それぞれ右欄（新基準）の区分の入院料を算定するにあたり、

４月 16日までに施設基準の届出直しは必要か。 

旧基準  新基準 

7対１入院基本料 → 急性期一般入院料１ 

10対１入院基本料及び看護必要度加算１ → 急性期一般入院料４ 

10対１入院基本料及び看護必要度加算２ → 急性期一般入院料５ 

10対１入院基本料及び看護必要度加算３ → 急性期一般入院料６ 
 

（答）重症度、医療・看護必要度以外の基準を満たしていれば、平成 30年９月

30日までの間に限り、届出直しは不要である。ただし、10月１日以降引き続

き算定する場合は、届出直しが必要である。 

 

問３ 急性期一般入院料３を届け出るにあたり、「届出時点で、継続して３月以

上、急性期一般入院料１又は２を算定していること」とあるが、急性期一般入

院料１と急性期一般入院料２をあわせて３月の実績でよいか。 

（答）よい。 

 

【重症度、医療・看護必要度】 
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医科 2 

 

問４ 一般病棟用の重症度、医療・看護必要度のＡ項目「８ 救急搬送後の入院」

について、「手術室を経由して評価対象病棟に入院した場合は評価の対象に含

める」とあるが、外来受診後に手術室に入室後、日付をまたいだ翌日に病棟に

入棟した場合は、手術室入室日に入院料を算定していれば、その日と翌日の入

棟日の２日間を「あり」と評価してよいか。 

（答）よい。 

 

【在宅復帰率】 

問５ 地域包括ケア病棟入院料・入院医療管理料１及び２並びに回復期リハビリ

テーション病棟入院料１から４の施設基準における在宅復帰率については、平

成 30 年度改定前と改定後で「在宅等に退院するもの」等の定義が一部変更と

なっている。 

在宅復帰率については、直近６月の退院・退棟患者のうちの「在宅等に退院す

るもの」等の割合を基準値としているが、直近６月間に改定前と改定後の期間

が両方含まれる場合の在宅復帰率の取り扱いはどうなるか。 

（答）「在宅等に退院するもの」等の新たな定義については、４月以降（改定後）

に退院・退棟した患者から適用する。このため、３月以前（改定前）に退院・

退棟した患者であって、改定前の基準で「在宅等に退院するもの」等に該当

する患者は、４月以降の在宅復帰率の基準値の計算においても「在宅等に退

院するもの」等に含めて差し支えない。 
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歯科 1 

 

〈 別 添 ２ 〉 

歯科診療報酬点数表関係（その１訂正）   

 

 

 

【口腔内装置】 

問 27 区分番号「Ｉ０１７」に掲げる口腔内装置の留意事項通知（１）の「ト 

気管内挿管時の歯の保護等を目的として製作した口腔内装置」を算定する患者

について、診療報酬明細書の「傷病名部位」欄の傷病名はどのように記載すれ

ばよいか。 

（答）「気管内挿管時の口腔内装置必要状態」と記載する。 
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